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社会調査の実践性 をめ ぐる序論的考察
開発援助におけるコンサルタントに注目して
浜 本 篤 史
'
要旨:実証研究に従事する社会学者は、社会調査のプロフェッショナルとしての自負をもっている。しかし、
社会調査から得 られた知見がどのように実社会に影響をもつのか、活用されるのかについて、これまで日本の
社会学界において本格的に論じられることはほとんどなかった。また、社会学者たちは、アカデミズムの枠外
で広く社会で実施されている実務的調査について、強い関心を払ってきたとは言い難 く、こうした現状は、社
会調査および社会学の政策貢献を目指すにあたって打破すべ き課題の一つである。
本稿で取 り上げる政府開発援助(ODA)において実施される社会調査は、まさに、こうした実務的調査の
一つである。その社会調査の主たる担い手に 「開発 コンサルタント」と呼ばれる専門のコンサルティング企業
およびそのスタッフがあるが、これまでこの業界について、学術研究、特に社会科学および社会学ではほとん
ど知られていない。よって本稿では、社会学の立場からODAにおける社会調査を検討するための第一歩とし
て、まずは 「開発コンサルタント」の歴史的展開とその全体像を概観 し、ODAの枠組みと社会調査をめぐる
現状の一端を把握していく。
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1.問 題提起
1-1社会調査 および社会学 にお ける実践志向性
社 会調査 はそ もそ も、実践的 な目的 を達す るための手段で あった。社会調査 の起源 である古代
エ ジプ トや 中国にお けるセ ンサス などは、施政者 による社会統 治 とい うきわめて実務 的な 目的 に
基づ いた ものであった し、近代社会調査 の先駆例 として よ く知 られるル ・プレー による労働者家
族調査、 チャールズ ・ブース によるロ ンドン労働者 生活調査 などは、社会改良 を目指 した 「社会
踏査」(social　survey)と呼 ばれた。 また、 当初か ら 「社 会改良の学」 として社 会学 が導入 さ・れ た
米 国で も、 シカゴ学派 の都市社会 学研 究、ス トゥフ ァーや マー トンらの兵士研究、 コロンビア学
派 による投 票行動研 究等いずれ も実践志 向であったとい って よい。70年代 には、社会学の政策的
応用、あ るいは社会調査の実践性 につ いて、ラザースフェル ド&レ イツ(1975)やスコッ ト&シ ョアー
(1979)などが 「社会学の利用」(use　of　sociology)とい う観点か ら議論が展 開された。 また実際、
近年では社会科学全体の政策志 向 もあ り、公共政策への反映を 目指 した調査研究 も少な くない。
一方、日本で社会学が導入された明治初期は、ミル、スペンサー、さらに ドイツ社会科学の影
響を受け、実証研究 よりも理論研究が重視 されて きた(1)。もっとも、この頃に実践志向の社会
調査が全 くなかったわけではない。むしろアカデミズムの外側では、ブースらの影響を受けて実
施された東京 ・月島調査など、まさに貧困対策のための実態把握を目的とした調査研究 も行われ
ていた。また戦後、農村社会学の第一人者である福武直は、構造分析の手法により数々の地域研
究を企画指揮 したが、その代表的著作の一つである福武直編 『日本農村社会の構造分析』(1954)や、
福武直 ・塚本哲人編 『日本農民の社会的性格』(1954)はいずれも農地改革後における農村のさ
らなる近代化を模索 していた農林省農林経済局によって福武へ持ち込まれた調査企画であ り、調
査結果が どの程度、現実の政策に反映されたかどうは別 としても、少なくとも調査の設計 ・実施
は、現実の政策形成過程と密接に関係 していた(中筋,2001:25-26)。さらに、1970年代には日
本の社会科学各分野でも政策研究、政策科学への関心が高まり、社会学では社会計画論および社
会指標研究として、公共政策、特に福祉政策の文脈で盛んになった 。
しかし、このように社会調査および社会学は実践的目的とともに発達 してきた側面はあるもの
の、日本における全体的動向からいえば、政策志向性はさほど強いものではなかった。武川が
指摘するように、70年代の社会計画論および社会指標研究も社会学の主流を占めていたわけで
はなく、これまで社会学は 「公共政策へのアプローチに対 して及び腰だった」(武川,2007:ll)
のである(3)。地域政策 と関係が深いと考えられる地域社会学や環境社会学においてもさえも、
地域社会における権力構造の把握、住民運動や市民運動の展開過程分析、住民論理の理解等々に
力点が置かれ、実践的問題解決を志す研究は実際はそれほど多 くない。
こうした社会学の現状のなか、大阪府44市町村が実施 している自治体調査を対象に、社会調
査の実態を明 らかにした大谷信介の調査研究は特筆される。大谷(2002)は、これら自治体調査
の調査票における質問項目が、いかにデータ化困難なもので構成されているのか、いかに社会調
査方法論上の初歩的 ミスが多いか ということを具体的に明 らかにしている。また、委託者である
自治体、調査実施者である民間会社 においていずれも、「社会調査の専門性」がきわめて軽視 さ
れていることを確認 し、さらに調査結果のデータ保存状況および自治体内の各種調査に関する現
状か ら、いかに調査結果が活用されていないか ということも指摘 している。日本では、調査方法
をめぐる議論は豊富にあるが、これらのほとんどが学術的調査の枠組みのなかでのみ検討される
のであって、大谷がまさに指摘するように、社会学ではこれまで 「地方自治体やマスコミ等で実
際におこなわれている社会調査の実態を実証的に把握 し、『社会調査論』の観点からそれらを検
討するという研究をほとんど蓄積 してこなかった」(大谷,2003:483)といえるだろう(4)。
1-2学術的調査と実務的調査
以上で、社会調査および社会学における実践志向性についてみてきたが、い うまで もなく、会
調査は社会学者の専有物ではない。社会科学のみならず他の研究分野で も社会調査は行われ、実
務者による調査 も多 くあるが、ここでは、社会学者による社会調査 と実務者による社会調査とで
はどこが同じでどこが異なるのか、社会学において説明されてきた学術的調査 と実務的調査(5)
の区別について確認 しておこう。
社会調査法の入門書 としてよく利用されてきた福武直 『社会調査法』(1958)では、社会調査
は主に4つ に分類されている。つまり、(1)政治 ・行政上の 目的か ら、客観的統計的基礎資料を
得 ようとするセンサスなど、(2)社会的な問題を解決する目的をもって行われる地域社会の実態
調査(社 会踏査,survey)など、(3)営利やサーヴィス、広報を直接目的とする新聞社などの世
論調査、企業などの市場調査、そして(4)科学調査である。 このうち上から3つ は、いずれも
直接的な社会的実用を目指すものであり、(4)の科学調査 とはひとまず区別されている(福 武,
1958:15)(6)。上記テキス トの後継書である福武 ・松原編 『社会調査法』(1967)でも、「研究に
おける関心は普遍的な法則の発見にあることが多いのに対して、実用的な調査ではより個別的な
現象や特定の場合の因果関係が問題であることが普通なので、分析の深 さや方向などで若干こと
なることがある」と、やは りその相違を述べている。
しかし実のところ、上記のテキス トでは上記の引用から読みとれるように、両者の違いはそれ
ほど強調されているわけではない。むしろ、福武 らがこれらのテキス トで強調 しているのは、「調
査の技術 としては科学的調査 と実用的調査を区別することは必要ない」(福武 ・松原,1967:4)
という点であり、社会調査が本来備えるべ きその科学性である。そして、「実践的な目的をもっ
た調査をそれが真に実践に役立つためには科学的な調査でなければならず、科学的調査も、究極
的には実践に資するものでなければならない。その間には、当面の直接的課題が現実の実践に直
ちにつながるかどうかという差があるにす ぎない」(福武,1958:19)という福武の議論は、す
なわち、いかなる種類の社会調査であって も科学的客観性が求められるべきであるとい うメッ
セージであったといってよい。
ここで注意したいのは、福武 らが科学的態度の重要性 を強調 した背景である。おそらく当時、
福武 ら実証社会学者は、実務的調査においておよそいい加減な調査があったことを危惧 していた
のではないか。むしろ、それゆえにこそ、いかなる種類の社会調査であってもその科学性を強調
されると同時に、社会学者は自ら行う社会調査 と実務的調査 とのあいだで一線引く必要性を感 じ
ていたのではないだろうか。こうした認識が妥当だとすれば、社会学者が調査主体の 「素人性」
を問題とし、社会調査 を科学的に行 うことに傾注 していく過程は、すなわち、社会学者による社
会調査が実践性から乖離してい く分岐点でもあったのではないか。また研究者の側からいえば、
実務的調査に対 して、調査研究の中立性が保たれないという批判は根強 く、「御用学者」になっ
てしまうことを忌避する姿勢 もあっただろう。
いずれにせ よ、日本で、社会調査を実践的目的と結びつけて考える経験が多 くなかった事実は、
やはり悔やまれるべ きことであろう。こうした社会調査の実践性をめ ぐる問題は、地方 自治体に
よる、いわゆる世論調査や住民意識調査のみならず、社会のさまざまな領域にみられるはずであ
るが、社会学者は実務的調査についてこれまであまりに無頓着す ぎたのではないだろうか。
本稿で扱われる開発援助における社会調査 もまさに、こうした実務的社会調査の一つである。
国際協力あるいは開発援助に関するプロジェク ト評価研究は数多 くあるが、社会調査の枠組みそ
のものについて社会学的学術調査の観点からの研究はこれまでほとんどない。よって、本稿では
その第一歩として、開発援助業界における社会調査をめ ぐる概要を整理することからはじめたい。
1-3開発援助およびコンサルタン トを対象とすることの社会調査方法論上の意義
さて、開発援助事業は、政府、NGO/NPOや大学、企業、個人などさまざまな主体によって
実施されているが、本稿で扱う開発援助は、政府による開発援助、いわゆるODAに限定している。
また、ODAにおける社会調査の担い手 としてコンサルティング企業、および個々のスタッフで
あるコンサルタントに注目する(以下では、両者を総称して 「開発 コンサルタント」とする)。「開
発 コンサルタン ト」の定義を確認すると、「開発途上国政府や企業などが特定の目的をもった事
業をおこす場合に、その政府なり企業のもとめに応 じて、その事業の技術的、経済的、財政的妥
当性を検討する専門的職業人」(機械振興協会・海外 コンサルティング企業協会,1977:7)であり、
このような 「開発 コンサルタント」を対象 とすることは、社会調査の実践性をめぐる問題として
はやや特殊な領域であるとの印象があるかもしれない。 しかし本稿では、以下のような特徴をも
つがゆえに、社会調査の実践性をめぐる議論 としてはきわめて重要な対象であると考えている。
第一に、上記の定義は1977年のものだが、ODA関係者のあいだで近年、社会調査の重要性に
ついての認識が格段 に高まっている点である。これまでのODA＝ インフラ事業だった時代には、
調査業務はもっぱら技術的経済的観点からのものであった。しかし、近年のODAは 、インフラ
案件においても事業の社会的影響、自然環境への影響を重視するようになつた一方、村落での貧
困削減、教育、保健衛生といった分野での援助案件にも比重が置かれる 「ソフト化」の傾向にあ り、
その事業対象は実に多様化 している⑦。こうした「ソフ ト系」事業の社会調査(特に「参加型開発」
と呼ばれる手法が導入される場合)で は、RRA(迅速農村調査,Rapid　Rural　Appraisal)、PRA
(参加型農村調査,Participatory　Rural　Appraisa1)といった、社会学者がほとんど聞いたことの
ない調査方法が普及 しているが、社会学者 と開発援助業界のあいだでこれらの調査方法をめ ぐる
対話がほとんどなされていないのが現状である。本稿ではこれら社会調査の実態には立ち入 らな
いが、開発援助において社会学的アプローチが重視 される傾向にあるのは確かであり、社会学の
立場から社会調査について援助研究、援助業界と結びつけて議論する意義は大 きい。
第二に、調査者の役割、位置付けについてである。ODAにおける社会調査は(特に、後述する「開
発調査」のような場合)、発注者 と実施者が明確に異なることが多 くある。この点、調査の企画、
設計、実施、分析 にいたるすべてが同一の研究者あるいは研究グループによってなされる学術的
調査とは大きく異なる。このような発注者と実施者との関係性は、自治体や企業からの受託調査
においても同様であるが、「開発 コンサルタント」にとってそのクライアントとなるのは、JICA
ならびにJBIC(8)≧いう二大組織がほとんどであり、その枠組みのなかで社会調査のあり方が規
定されるという点でやは り独 自性があるといっていいだろう。
関連 して、「開発コンサルタント」は、社会調査 を実施 し、発注者に報告することのみを業務
としているわけではない。「開発コンサルタント」 とは、「事前の調査分析のみに限らず、施主に
代 わって当該事業が円滑に実施か ら目的達成までの作業を総合的に管理する責めを果たす存在」
(機械振興協会・海外 コンサルティング企業協会,1977:7)であり、調査者である同時に、助言者、
調整役 としての役割をもっている(9)。学術的調査の場合でも、こうした役割を担うことはあるが、
「開発コンサルタント」の場合は途上国政府内部の技術的助言者 として業務に携わるインハウス・
コンサルタント(in-house　consultant)として仕事をする場合 もあ り、内部者 として調査者が存
するときの特徴や課題をめぐる検討は、都市社会学における盛 り場空間での参与観察や、活動家
として内部に入 り込んで行 う社会運動研究での実践 と議論 を接合 させることも可能だろう。
2.「開発コンサルタント」という業界
2-1「開発コンサルタン ト」の誕生と発展、および困難
日本において、「開発 コンサルタント」が どのように誕生 し、現在 まで発展 してきたのか 。
その源泉は、戦前の植民地時代に遡る。朝鮮での代表的事業である水豊ダムは、現在の大手コン
サルタント会社である日本工営の前身、朝鮮電業株式会社および朝鮮 ・満州鴨緑江水力発電株式
会社の手によるものであった。ただし当時は、電力会社等における一部の技術者集団がコンサル
ティング業務を行う能力 と経験を持っていたにすぎず、「開発 コンサルタント」 という専門化さ
れた部門が形成されていたわけではなかった。
第二次大戦の激化か ら終戦を経て、技術 コンサルタントの活躍の場 も失われることになったが、
その活動再開までに時間はかからなかった。海外か ら帰還 した久保田豊(11)らは早 くも1946年
に新興電業株式会社を設立 し、東北地方を中心 とする水力発電事業の調査を受注 している。さら
に、1950年代前半になると朝鮮特需により早 くも海外事業へ進出するようになった。久保田 ら
の創業メンバーは、「海外 には、かつての朝鮮電業時代のようなスケールの大 きな事業の舞台が
あると確信 していた」(日本工営,1981:22)こともあり・そして何よりも、「朝鮮半島で偉業を
成 し遂げてきた自負もあった」(同上)。ゆえに、「久保田たちの海外への夢が膨 らんだのも当然
の帰結だつた」(同上)の である。朝鮮 ・満州での事業を母体 としていた技師たちによって設立
していた日本工営のように、日本が国際協力をはじめる前の、かなり早い段階か ら海外事業に従
事するコンサルタント会社が存在 していたのである。
一方、コンサルティング業界のもう一つの老舗企業であるパ シフィックコンサルタンツは、進
駐米軍によるキャンプ設営や各種施設の設計ニーズに対応 しようと誕生 したのが出発点であっ
た。進駐軍による指導の下、アメリカのようなコンサルタント制度の創設が促されたことは、(12)、
日本において 「開発 コンサルタント」が誕生したもう一つの源流がある。
このように立ち上がったコンサルタントはこの段階で 「開発コンサルタン ト」と呼ばれたわけ
ではなかった。1951年に民間土木業界の有志により(社)日 本技術士会が発足 し、1957年には
国家資格 として 「技術士」が認められるようになっていたが、実際に、ODA業務の受注が増え
たのは1960年代以降のことであ り、1964年に(社)海 外コンサルティング協会(13)が設立 され
ている。この頃には各社で、設計技師を集めたエンジニアリング部門か ら、コンサルティング部
門が分離独立してい くようになり(14)、1969年にはパシフィックコンサルタンツが国内部門と海
外部門を切 り離 し、海外業務はパシフィックコンサルタンツインターナショナル(PCI)とする
体制 となつたように、ODA業務が活発になっていった。
こうしたODA業 務拡大の背景には、コンサルティング業務の内容に、国内と海外では本質的
な違いがあったことと関係がある。「それは、海外プロジェクトに伴 う国内外の政府機関との折
衝や手続きといった業務の範囲にとどまらず、コンサルタントに要求される技術や知識 も、それ
に対応して提供してい くサービスにも、日本 と海外では少なか らず格差があったからである」(同
上,20-21)(15)。このように、コンサルティング会社がODAに 進出 した背景は、ただ単に収益的
理由によるのではない。国内市場では、官庁や企業がその内部にコンサルティング機能を有 して
いたために外部のコンサルタントを雇う必要性がなく、コンサルティング企業が参入する余地が
少なかったが、ODA事業では、コンサルティング企業 としていわゆる 「上流部分」での経験を
積むことができたため魅力的だったのである(16)。
また、特に1990年代以降、「開発コンサルタント」のなかで も、社会調査にもっとも近い業務
を行っている 「ソフ ト系」 と呼ばれる 「開発コンサルタント」が台頭 している。これらのコンサ
ルタントが特に 「ソフ ト系」 と呼ばれ理由は、インフラ部門に携わっている建設コンサルタント、
あるいは技術 コンサルタントが大半を占める業界のなかで、開発援助の 「ソフ ト化」傾向に対応
した新興勢力であるからである。主なところでは、国際開発センター(1971年設立)、パデコ(1983
年設立)、グローバルリンクマネジメント(1990年設立)、アイ ・シー ・ネット(1993年設立)、
かいはつマネジメン ト・コンサルティング(2001年設立)、が 「ソフト系」として業界で認識さ
れている。
このような展開を遂げてきた開発コンサルタント業界であるが、近年ではODA予 算総額が減
少 し、コンサルタントの契約受注額および1人 あた りの契約額が減少 しており、全体のパイが縮
小 していくなかで経営難が生 じている。「開発コンサルタン ト」関係者はこうした経営問題を危
惧するなかで、他方では、新たなライバル出現にも戸惑っているところである。すなわち、近年
になって 「開発コンサルタント」だけが民間を代表するのでなく、NGOや大学など幅広いプレ
イヤーによってODAを 実施 していくべ きだという議論が強 くなっている状況下、「開発コンサ
ルタン ト」 としての存在と役割がこれまで過小評価 されてきたという認識が業界内部で燻ってい
るところである(17)。
2-2「開発コンサルタン ト」の全体像
さて、いわゆる 「開発コンサルタント」はどのぐらいの数が存在するのだろうか。国際協力機
構 「コンサルタント契約実績調書」2007年度版(国 際協力機構HP)(18)によれば、JICAの登録
法人コンサルタントは719社ある。しかし、この719社すべてを 「開発 コンサルタント」とみな
すのは実態に即 していない。なぜなら、1年 間のあいだにJICAと「役務提供契約」(19)を1件
以上締結した登録法人は145社、同 じく 「業務実施契約」 を単独で1件 以上締結 した法人は82
社のみであ り(「役務提供契約」、「業務実施契約」、あるいは 「業務実施契約簡易型」を1件以上
した締結 したコンサルタン トとなると226社になる)、1、2件の 「役務提供契約」(200万円以
上300万円以下の契約金額が最 も多い)で は 「開発 コンサルタント」 としての経営が成 り立たな
いことを考えると、「開発コンサルタント」として成 り立っている企業数はもっと少ないと捉え
るべきであろう。なお、個人コンサルタントについては、JICA国際協力人材登録制度には9489
人が登録 しているものの、そのうち 「役務提供契約」を1件以上締結 した登録者はそのうちのわ
ずか25人(全体の0.26%)に過 ぎない。また、コンサルタント側の資料 として、国際建設技術
協会(2007)(20)で調査対象 としている企業は94社であるが、これに回答 した企業のうち受注実
績があるのは71社である。こうしてみると、現状で 「開発コンサルタン ト」 と呼べるのは100
社から150社程度 と考えていいだろう(そ れに加えて、現状では30名前後の個人コンサルタン
トが存在)。
「開発コンサルタント」の規模について、海外 コンサルティング企業協会(21)(2004)による同
協会の正会員56社を対象 としたデータでは、資本金については1000万円以下のところから10
億円以上までバラツキが大 きく、従業員数については11名から50名までのところが最も大きい
ことがわかる(表1、表2を 参照)。
JICAのコンサルタント契約実績では、1273件(「役務提供契約」615件、「業務実施契約」447件、
「業務実施契約簡易型」231件)、総額371.6億円である(2007年度)。件数は前年度6%減 だが
長期的には増加傾向にある。金額では減少傾向にあったが2004年の約263億円を下げ止まりと
してここ数年は回復 してお り、2007年度は過去10年で最高額である(国際協力機構HP,同上)。
コンサルタント側の資料である国際建設技術協会(2007)によれば、「開発 コンサルタン ト」71
社の合計で、外務省 「無償資金協力」 として40.3億円、JICAが293.1億円、JBICが2322億円
の受注額 となっている。そのほか71社は、アジア開発銀行や世界銀行など日本以外の国際援助
機関か ら16.3億円、ODA以外の案件で195.1億円の受注実績であ り、国際援助機関からの受注
は減少傾向、ODA以外は増加傾向にある(22)。もっとも、これらの受注額のすべてが社会調査に
関係するわけではない。その業務の多 くが設計や施工管理に関わるものであ り、具体的数字は把
握できていないが社会調査に関連する業務は部分的であろう。コンサルティング業務 として分類
されるカテゴリのうち、「計画調査(M/P,F/S)」「PM/CM」「技術協力プロジェク ト」「その他
(事前調査、案件形成調査、評価調査等)」は社会調査 と関連するが、 これ らの受注件数、受注
額を並べると、順に203件155.5億円、6件29.7億円、172件100.2億円、275件69.7億円となる
(2007年)。
3.ODAにおける社会調査
3-10DAの枠組みと社会調査の位置づけ
ODAの枠組みのなかで、社会調査が必要とされる場面は主に二つあるといってよい。第一は、
特 にインフラ事業の計画立案段階において、基礎情報 を収集 した り、事業の実現可能性を検討
するための調査である。その代表が、JICAの「開発調査」である。ここで 「開発調査」という
のは一般 呼称ではなく、ODAにおける一つのカテゴリとして位置づけられた援助案件の前段階
に行われる調査活動のことである。技術的可能性や投資効果の観点か ら実現可能性を調査する
ブィージビリティ調査(F/S,Feasibility　Study)や、対象地域の情報収集、詳細設計、積算、入
札書類の作成を行 う。また、「○○地域総合開発計画」のような特定地域における諸分野の相互
関連性や優先順位を明確 にするマスタープラン調査(M/P,Master　Plan)などの業務 もコンサ
ルタントが請け負 うことが多い。これらの 「開発調査」は、技術的および経済的観点のものが多
かったが、すでに述べた通 り、社会的側面の調査も重視 されてきている。特に、インフラ事業の
社会的影響、自然関係への影響 は事前に検討されるべきであ り、これらについては援助業界では
、
「環境社会配慮」 という用語でカテゴリ化 されている。
第二は、個別プロジェク トに内在的な社会調査である。その代表例はJICAの「技術協力プロ
ジェクト」である。これは農村開発や保健衛生向上、森林保全など(あ るいは特定分野の人材育
成)を 目的として実施され、通常は5年程度の期間にわたって日本から 「専門家」が派遣される
のと同時に、研修員受け入れ、機材供与がセットで行われる。「開発コンサルタント」はこの 「技
術協力プロジェク ト」において、業務実雄契約簡易型で 「専門家」 として雇用され、派遣される
場合 もあるが、このプロジェク トの現場においてさまざまな社会調査の必要が出てくることは少
なくない。
このほか、インフラ事業や社会開発事業といった事業の種類にかかわらず、事業の各段階で行
われる 「評価」もまた、社会調査の一種である。実施計画が決まった段階での 「事前評価」、事
業実施中の 「中間評価」、終了直後の 「終了時評価」、終了数年後に実施する 「事後評価」などの
一連の 「評価」を、JICAでは 「5項目評価」(妥当性:relevance,有効性:effectiveness効率性:
efaciency,インパク ト:impact,自立発展性:sustainability)という統一的項 目によって 「評価」
しているが、この枠組みを援用しているOECDの開発援助委員会(DAC)か らの訳語が適切で
ないことから生 じる混乱、事業の種類や評価者によって 「評価」のポイントがブレることの問題
点、 さらには、報告書が一定の決 まったフォーマットのもとに記述 される傾向(た とえば、妥当
性の項 目では妥当性を吟味するのではなく 「○○の理由により妥当性がある」 ということを書 く
文化がある)な どの指摘がこれまでにもある。これ らは、こうした 「評価」枠組み的な問題であ
ろう(23)。
3-2JICAプロジェク トにおける社会調査の見直し
国際協力機構が2005年12月に発行 した報告書 『社会調査の事業への活用～使おう1社会調査
～』は、ODAにおける社会調査の現状を把握する上で注 目に値する。なぜならば第一に、これ
ら報告書の発行そのことが、JICAにおける社会調査の重要性を示 しているからであり、第二に、
アジア経済研究所の地域研究者(イ エメン)であ り、かつ社会学者として 「開発援助の社会学」
という新領域 を切 り拓いている佐藤寛(24)がこのタスクチームの主査 をつとめ、実際の執筆に携
わっている点である。よって、同報告書は社会調査の現状を批判的視点 も含みなが ら捉えようと
してお り、社会学の観点から開発援助の社会調査 を検討する際、きわめて示唆に富んだ内容になっ
ている(25)。
では、その中味を概観 しよう。同報告書ではまず、社会調査を 「(JICA)プロジェク トの、計画、
変更、実施のために必要な対象地域の社会状況に関する情報 を収集し、分析するための調査」(国
際協力機構,2005:2)と定義 した上で、社会調査がプロジェクトの改善に活用されたのか、あ
るいは、されていないのかという観点から、過去10年のJICAプロジェク トで社会調査が実施
された40事例の経験を整理 している。なお、ここで扱われている事例は、前項での分類に基づ
くと、社会調査が必要 とされる場面のうちの後者、プロジェク ト内在的な社会調査である。
同報告書はそのなかで、いくつかの興味深い知見を得ている。一般に、活用 されない社会調査
とは、その実施のタイミングに問題があるか、あるいはその質に問題があるかということが想定
される。しかし同報告書では、端的にいえば、発注者の目的意識が明確でないことに最大の原因
があるとする。また、社会林業やジェンダーといった新 しい援助動向の表面だけを採用し、社会
調査がアリバイ的に行われる場合、その目的は曖昧であ り、当然に活用されるはず もない・また、
調査手法のみが過度に強調される業務指示書も散見されるが、これも同様である。さらに、発注
者だけでな く、プロジェク ト関係者のあいだで社会調査の意義が理解 されていなければ、社会調
査を実施し、活用することは当然に困難である。
これらの現状分析から、同報告書では、専門家の適切な人選、カウンターパー ト(C/P)との
問題認識の共有、明確な調査目的の設定、意志決定体制、目的に合致した調査のデザイン、調査
者に対する的確な指示、調査結果の迅速な報告 ・共有 とフォローアップのためのルールづ くり、
以上の点が提言されている。また同報告書のこうした提言の一つ一つを眺めると、社会調査以前
の初歩的な問題が含 まれているようにも思われる(26)。しか し、事態は単純で鳳 ない。発注者 と
してのJICA本部、実務者 としてのコンサルタントや短期専門家、活用者 としてのプロジェク ト、
専門家 といった、調査立案者と調査実施者が同一ではないという背 景があり、社会学者が通常実
施 している社会調査では遭遇しない問題点に満ちているのである。
4.結びに代えて
以上、「開発コンサルタント」に注 目して、ODAにおける社会調査の一断面をみてきた。国
際協力機構(2005)からわかるように、.現状では開発援助の世界において社会調査の専門性は軽
視 され、また社会調査は事業改善に対してほとんど活用 されていない。大谷による自治体調査を
対象 とした研究とほぼ同じ知見をここで確認したことになる。
なぜ社会調査が活用 されないのか。国際協力機構(2005)では、それを発注者側の要因に求め
ているが、問題はそれだけではないだろう。調査の「素人性」を問わねばならない場面もあろうし、
ODAの枠組み自体 を社会調査の観点から再検討する必要もあるだろう。組織的な問題としては、
「ソフ ト系 コンサルタント」にとって、技術系 「専門家」とのチームを組んだ共同作業では能力
発揮できない等の点もこれまでに指摘 されている。
「ソフ ト系 コンサルタント」の業界や、実施 している社会調査スキル、個々人のコンサルタン
トのキャリア形成についても学術的な観点からの検討が求められる。コーエイ総合研究所(2003,
45)は、援助の 「ソフト化」について、国内でソフ ト分野の業務がないので人材が限られている
こと、いまだマーケットが小 さいのでコンサルタントとして受注できなった場合のリスクがある
こと等、急激な対応が難しいことが述べ られている。実際、「ソフト系コンサルタント」といっ
ても技術系出身者が少なくないが、その背景には、技術系コンサルタントがそのキャリア形成に
おいて参入 しやすい分野と位置づけられていることもある。一方では、欧米の大学院における開
発学専攻で学んだ 「ソフ ト系コンサルタント」 も多いが、いずれの場合でも、社会学における社
会調査の訓練を受けた経験がなく、社会調査の訓練は 、短期研修を受けながら現場業務を積み重
ねるなかで修得 してい くのが一般的である。こうした、社会調査 をめ ぐるキャリア形成は、実際
の社会調査の仕事においてどのような影響として現れるのか、といった点も検討に値するだろう。
また、社会学者 としてはどのようにODAに 貢献できるのだろうか。世界銀行の社会学者 とし
て知られたマイケル ・チェルネアは、援助機関の組織内部に入 り込む社会学者の必要性を訴えて
お り、自らその実践者となっている(27)。一方、日本では開発援助に大学が関与するケースが少
ないといわれてきた。実際、これまでご く少数の研究者が個人ベースで単発的に開発援助の仕事
をしてきたに過ぎないが、近年では、大学が組織 として開発援助 ・国際協力分野へ貢献 していこ
うという動 きも加速 している(28)。本稿で整理 したものは、開発援助における社会調査 のごく入
口にしか過 ぎないが、今後、社会学者がコンサルタントから学ぶべ きことは大いにあり、一方で
また、社会学者による開発援助の関与が増えることにより開発援助の質 も高まるのではないだろ
うか。
付記:本研究は科学研究費補助金(基盤研究B)「貧困削減を目的とする開発援助プロジェクトにおける
社会調査の貢献」(課題番号:18330099,研究代表者:宇田川拓雄)の成果の一部である。同プロジェクト
メンバーと共同で実施した調査研究および議論が、本研究の執筆にあたり示唆を与えてくれたことを付記
しておきたい。
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「基本設計調査」等がそれらに該当する。そのほか、「業務実施契約簡易型」とは、「技術協力プロジェク ト」
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の公開資料として 「開発 コンサルタント」の全体像を知る上でもっとも網羅的なものといえるだろう。
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会配慮ガイ ドライン改定にともなって導入 された 「代替案比較」をめぐる問題等が指摘されている。
24佐藤(2005)など、この分野で多数の業績がある。,
25ただし、ここで示されている 「社会調査」の活用/非 活用の説明にはやや一面的な部分もある。
26開発援助の社会調査における初歩的問題については、宇田川(20052007)などの指摘がある。宇田川
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